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労働増加型技術進歩による均整成長と「搾取」の消滅

田 添 篤 史

Ⅰ はじめに

資本主義以降の社会をどのような名称で呼ぶ

かは各人の好みによるであろうが，「搾取」が消

滅した社会と定義することは広い同意を得られ

ると思われる。では資本主義以降の社会は，果

たして経済的に成長するのであろうか？この点

に関してはいかなる一般的合意が形成されてい

るともいえないが，資本主義以降の社会は，何

か資本主義よりも良い社会というイメージが強

いであろうから，陰鬱な停滞という形で思い描

かれることは少ないと思われる
1)

。しかし資本

主義以降の社会に対して「マルクス派最適成長

モデル」に基づいて述べた山下・大西［2002］

は少なくとも経済的成長は停止する社会という

イメージで語っているように思われる
2)

。この

ことと関連して大西［2005］では「未来永劫に

資本蓄積が必要なのであれば，それは歴史的に

限定され，かつ『社会主義』によって克服され

る対象としての『資本主義』と言うことができ

ないからである。」と述べている。また大西

［2007］では「ポスト資本主義」の社会を成熟

社会と定義したうえで，その成熟社会はゼロ成

長社会なのであり，資本蓄積を目標とした社会

からゼロ成長に適合的な社会への転換が必要で

あるということを述べている。総合的に判断す

れば，マルクス派最適成長モデルを提案した論

者の中で，大西はゼロ成長社会が資本主義以降

の社会であると考えているように思える。

この結論は実際に成長が停滞している日本社

会の現実からの影響を受けて述べられたことで

あるように思える。もちろん，理論が現実を無

視するわけにはいかないが，マルクス派最適成

長モデルに基づいて何らかの結論を述べるので

あれば，理論的な裏付けというものが必要とさ

れる。しかしながら山下・大西［2002］によっ

て示されたモデル（以下ではこれを基本モデル

と呼ぶ）以降，マルクス派最適成長モデルの拡

張の中で技術進歩を明示的に取り扱ったものは

存在していない
3)

。大西［2007］ではゼロ成長社

会になるのは技術進歩を考慮に入れない場合で

あるという留保を述べているものの，なぜ技術

進歩が存在しないとすることが妥当であるのか

については述べていない。現実には技術進歩は

存在しているし，資本主義以降の社会において
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１）資本主義以降の社会に関して停滞というイメージ

で語った論者として有名なのはシュンペーターとい

うことになるだろう。

２）経済成長が停止することが不幸であるという考え

かたそれ自体が「資本主義」的な思考様式であり，

資本主義以降の社会においてはそのようなものは克

服されているはずである，との意見もあるであろう。

実際に最近は「幸福度」などの概念が多少の流行を

みせているようでもあるが，本稿では経済的成長に

視野を限定することにする。

３）マルクス派最適成長モデルのまとめとしては大

西・金江［2008］，金江［2011］があげられる。山下・

大西［2002］では労働増加型技術進歩によって均整

成長経路に到達した段階は「搾取」が消滅した「資

本主義以降の社会」であるということを匂わせる文

言はあるものの，それに関して明確な形では述べら

れていない。



も，仮に資本蓄積は停止するとしても，技術進

歩も存在しないと仮定することが妥当である理

由は何もない。最終的に成長が停止し，「搾取」

が消滅することが技術進歩を考慮しないことに

よっているのであれば，基本モデルにおいて得

られた結論は脆弱なものとならざるを得ないで

あろう。

ではマルクス派最適成長モデルに技術進歩を

取り入れたとして，その帰結はどのようになる

のであろうか。技術進歩が存在する場合は成長

が続くと予想されるのであるが，その社会では

「搾取」が存在し続け，未来永劫の「資本主義」

社会となるのであろうか。それとも基本モデル

と同様に，「搾取」が消滅した「資本主義以降の

社会」に到達するのであろうか。

本稿はこの点に関して検討を行うことを目的

とする。しかしながら一般的な形で技術進歩を

扱うことは理論的に困難である。技術進歩のあ

りようはいくらでも考えることができるが，モ

デル化するということは数学的に取り扱いが可

能なものへと制限しなければならない。そのた

め技術進歩の様態を制限する必要がある。様々

な形態が可能である技術進歩の中で，本稿にお

いては労働増加型技術進歩という特殊な形態に

考察を限定したうえで，技術進歩をマルクス派

最適成長モデルに取り入れることとする。結果

としては，消費および資本が技術進歩と同率の

一定率で成長を続ける均整成長経路が定常状態

となる。より重要なことは技術進歩に基づいて

引き起こされた均整成長経路上において「搾取」

が存在しているかどうかについての検討を行う

ことであり，次にそれが行われる。もしも「搾

取」が存在し続けるのであれば技術進歩に基づ

く「均整成長経路」は「資本主義」であると結

論されるであろう。つまり技術進歩を考慮する

ことでマルクス派最適成長モデルの結論は大き

く変わることとなり，基本モデルの結論は制約

的な仮定に依存しているだけの，頑健性に乏し

いものとなる。均整成長経路上において「搾取」

が消滅しているかどうかを検討するためには，

マルクス派最適成長モデルのそもそもの「搾取」

アイデアに戻り，それを明確にしたうえでのさ

らなる拡張が必要とされる。本稿ではそのこと

も行われる。

本稿の結論としては，マルクス派最適成長モ

デルのアイデアに基づくのであれば，労働増加

型技術進歩が存在する場合に到達する均整成長

経路は，すでに「搾取」が消滅した社会となっ

ていることが述べられる。つまり成長が継続す

る社会であっても，技術進歩に基づくのであれ

ば，それは「搾取」が消滅した「資本主義以降

の社会」といえるのである。この意味で基本モ

デルの結論は頑健なものといえる。また，マル

クス派最適成長モデルにおける「搾取」の概念

に従って「資本主義以降の社会」であるかどう

かを判断するには，単純に成長あるいは資本蓄

積が継続しているかではなく，社会内部におけ

る労働の配分を基準にしなければならないこと

も明確に示される。

Ⅱ 技術進歩を含むマルクス派最適成長

モデル

本節では本稿における分析の基礎である，技

術進歩を含むマルクス派最適成長モデルを示

す。このモデルで使用される技術進歩は次のよ

うな特徴を持つ特殊なものである。

・技術進歩は外生的であり，かつ通時的に一

定のペースで発生する。

・労働増加型である。

これら２つの特徴は制約的なものであり，現在

の成長論の標準からみても不十分なものであ

る。しかしながら，これまで技術進歩をマルク

ス派最適成長モデルの中に明示的に取り入れた

ものは存在しない。そのため出発点としては

もっとも単純なこれらの技術進歩を取り入れる

ことが適切であろう。

本稿で使用されるモデルにおいては次のこと

第 185 巻 第２号74



が仮定される。この社会には善意の社会的計画

者が存在し，代表的家計の無限期間にわたる通

時的効用を最大化するものとする。社会には消

費財生産部門と資本財生産部門の２つが存在す

る。また人口は増加せず一定であるとする。技

術進歩が存在する以外の点に関しては山下・大

西［2002］で示された基本的なモデルと同一で

ある。家計の通時的効用は次の形で与えられ

る。時点 tにおける消費を C tで表して，

U/@
�

0

e-rtlogC tdt p1�

次に消費財生産部門の生産関数を与える。本稿

で取り扱う技術進歩は労働増加型である。それ

を Tと表記する。また技術 Tは毎期 xの率で

外生的に増加していくとする。このもとで生産

関数は

C t/AKa

t pT tL1t�
1-a p2�

である。ここで L1は消費財生産部門に投入さ

れている労働量である。また T tは毎期 xの率

で成長するので，T0/1と基準化すると，

T t/extとなる。

次に資本財生産部門へと移る。本稿のモデル

は社会的計画者モデルであることから，この部

門の生産関数を最初から社会全体の資本蓄積関

数の形で表すこととする。この部門でも労働増

加型技術であり，消費財生産部門と同様の形で

影響を及ぼすと仮定して次のように表現される

こととなる。

K
�
t/BT tL2t,dK t p3�

p3�式の左辺 K
�
tは tにおける瞬時的な資本の増

分を表し，dは資本減耗率を表している。資本

財生産部門においても消費財生産部門と同様の

形で労働増加的技術進歩が含まれている。この

ことも制約であろう。

この２つの生産関数を制約条件として p1�式

の通時的効用を社会的計画者は最大化しようと

する。このことを行うにあたっては各変数を次

のように効率的労働一単位当たりの形に直して

おくことが便利である。なお以下では各変数か

ら時間を表すサブスクリプションを省くことと

する。

c/
C

T
k/

K

T

このように変換すると，p2�式は次のように変

換される。

c/AkaL p1-a�
1 p4�

p3�式は T t/extを考慮すると，

k
�

/BL2,pd+x�k p5�

次に技術進歩を考慮することで通時的効用最

大化を行うにあたって予め確認しなければなら

ないことがある。C/extcであることを考慮す

ると，通時的効用は次のように書き換えられる。

U/@
�

0

e-rtlog pextc�dt

この式はさらに，

U/@
�

0

e-rtxt log c dt

となる。

この式をみればわかるように，定常状態で c

が一定となったとしても，e-rtxtが通時的に低

下しないならば効用が発散してしまう。しかし

このことは問題とならない。なぜならば，ロピ

タルの定理より

lim
t��

xt

expprt�
/0

となるからである。つまりこの部分によって効

用が発散してしまうという問題はない。このこ

とを念頭においてこの問題に関してのハミルト

ニアンをつくると次のようになる。

H/logextc+m�BL2,pd+x�k� p6�

p6�式の中で mはハミルトニアンを表している。

この式は基本的なマルクス派最適成長モデルの

ものと extを除いては同一である。また，効用

関数の形状が対数関数として特定化されている

ために，この部分は分離されるので効用最大化

問題に対しては実質的に影響を及ぼさない。そ

のため c，k，L1の動学に関しては基本的なマ

ルクス派最適成長モデルと同一のものとなり，
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最終的にこれらの変数は通時的に一定となる定

常状態に達する。ただし c，kが一定になった

としても C，Kに関しては一定とはならない。

c，kの定義および Tは毎期 xの率で成長を続

けることを考慮すると，総消費，総資本は毎期

xの率で成長を続けることが容易に理解され

る。つまりこの経済は定常状態において均整成

長経路上に位置することとなる。これに対して

両部門への労働配分割合である，L1，L2/

L,L2は一定となる。

では，この成長を続ける経済は果たして「搾

取」が消滅した「資本主義後の社会」といえる

のであろうか。この点を論じるためにはマルク

ス派最適成長モデルにおける「搾取」の定義を

明確にしておく必要がある。それを行うために

はマルクス派最適成長モデルの意味そのものに

立ち返る必要性があるので，次節においてそれ

をみていくことにする。

Ⅲ マルクス派最適成長モデルにおける

「搾取」概念に関して

マルクス派最適成長モデルにおける「搾取」

概念を明確にするためには，まずはマルクス派

最適成長モデルが依拠するアイデアを明確に

し，その中で「価値」がどのように扱われてい

るかを知る必要がある。最初にそれを行った後

で，それに基づいてマルクス派最適成長モデル

では「搾取」がどのように定義されているかを

述べる。

1 「価値」の意味

搾取概念を定義するうえでは価値をどのよう

なものとみなしているかを明確にすることが必

要である。マルクス派最適成長モデルは伝統的

な意味での「労働価値説」とは異なった意味で

「価値」を定義しているのでそのことをみてい

く必要がある。

大西は古典派の労働価値説は現代からみれば

不十分であるとしたうえで，古典派以降の労働

価値説が満たすべきものとして２つの点をあげ

ている。１つ目としては，「最終的には何物も

生産要素としての労働だけによって生産されて

いる」ことを明確にすること，２つ目として投

下労働量が技術選択の基準となっているという

ことである。ここで投下労働量を技術選択の基

準とするということの意味は，同一物を生産す

るにあたって複数の技術が存在する場合に，そ

の中で生産財
4)

に含まれる労働量，および直接

に投下される労働量の総計を最小にする技術が

選択される，という意味である。この言葉だけ

では抽象的すぎるので，以下で大西が使用した

例を使用してこれらの点について説明を行って

いく。

第一に最終的には何物も生産要素としての労

働だけによって生産されているという点に関し

てである。一単位の最終生産物を生産するのに

労働と機械が１：２の割合で使用されるとしよ

う。この比率は任意に変更が可能である。もし

この機械が労働のみによって生産されるのであ

れば話は簡単であり，すべての生産要素が最終

的には労働に還元されるということは簡単に理

解される。一般的には機械は，機械（種類は異

なるであろうが，ここではそれは無視する）お

よび労働によって生産されているだろう
5)

。こ

の機械を生産するのに，さらに機械と労働が必

要とされる。そしてこの機械を生産するのにも

さらに機械と労働が必要となる。そして……と

以下続いていくが，これを繰り返していけば最

終的には労働のみによって，つまり機械をつく

るための機械をつくるための機械をつくるため
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４）ここでの説明は資本主義におけるものに限らず，

生産一般に当てはまるものである。そのため資本財

ではなく生産財と呼ぶことにする。

５）この他に各種の投入物，たとえば石油なども必要

となると思われるかもしれないが，ここではそれら

は一括して機械の範疇に含まれる。



の……機械をつくるのには労働のみでよいとい

うレベルに到達するであろう。つまり現存する

あらゆる機械はもとを辿れば労働のみによって

作成された段階まで遡ることができる。これを

もって最終的には何物も生産要素としての労働

のみによって生産されているとしているのであ

る。

次に投下労働量が技術選択の基準となってい

るという点について述べる。大西にとってはこ

ちらのほうが重要な点だったようで大西

［2005］，大西［2007］でも同様の形で述べられ

ている。また本稿にとって重要な，マルクス派

最適成長モデルにおける搾取の概念に対しても

こちらのほうが重要である。

ある生産物に対して同一の産出量を達成する

ために４つの技術が存在するとする。それらは

次のように労働と機械を使用する。

１．０台の機械と 1000 時間の労働

２．５台の機械と 200 時間の労働

３．10 台の機械と 50 時間の労働

４．20 台の機械と 20 時間の労働

直接的に投入される労働のみを判断基準にする

のであれば４番目の技術がもっとも効率的であ

る。しかしこの判断は早計である。というのも

機械を生産することにも労働が投入されている

ためである。議論を簡潔にするために機械が労

働のみで生産されると仮定し，１台の機械を生

産するのに 10 時間の労働が必要であるとする。

このことを考慮に入れると財を生産するのに直

接，間接に必要な労働は技術１が 1000 時間，技

術２が 250 時間，技術３が 150 時間，技術４が

220 時間となる。そのため技術３がもっとも労

働を節約することができると判断され選択され

ることとなる。これが投下労働量が技術選択の

基準となるという意味である。

このことを述べた後に，大西は主体的技術選

択を資本蓄積＝機械の増殖にどのように結びつ

けるか，ということを検討する。マルクス派最

適成長モデルに共通することであるが，資本＝

機械とされていることにも注意が必要である。

大西は本来望ましい機械・労働比率（あるいは

資本・労働比率），上の例でいえば技術３，が存

在するとしたうえで，その水準に即座に到達で

きるとは限らず，時間をかけてその最適な比率

に到達しなければならないとし，最適資本・労

働比率への最適パスというものを描いている。

ただし大西［2002］ではこの最適な資本・労働

比率がどのように与えれるのかについては明示

されていない。最適な資本・労働比率とは何で

あるのかということを，新古典派最適成長モデ

ルにおける定常状態という概念に対応する形で

定式化したものが，山下・大西［2002］である

といえるだろう
6)

。

2 「搾取」概念に関して

前項で述べたように，「労働価値説」の点から

みて最適な資本・労働比率が存在し，そこに到

達することを目的としての資本蓄積を行うため

の歴史的必然たる存在として資本主義を捉える

という観点から，「搾取」に関してのマルクス派

最適成長モデル特有の定義が生じることとな

る。歴史的にみれば，仮に最適な資本・労働比

率が存在したとしても当初からその比率を達成

することは困難であり，資本の蓄積が必要とな

る。資本財を生産するためには，その生産に労

働を振り向ける必要がある。そのため消費財の

生産は，既存の資本ストックを所与として，仮

にすべての労働を消費財生産に投入した場合よ

りは低下することとなる。また資本蓄積量が少

ない時点ではより大なる蓄積が必要となるの

で，その生産に労働が向けられる結果，消費財

生産はさらに低く抑えられることとなる。この
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６）しかしマルクス派最適成長モデルでは一般に，定

常状態における資本・労働比率において「価値」は

最小化されていない。このことはここでの説明に対

して問題を生じさせることとなるが，本稿ではこの

問題に関しては扱わない。



ような「強蓄積」の時代を経て，最適な資本・

労働比率に至った時点でそれ以上の蓄積は不必

要となり，全社会的生産物を機械＝資本のため

ではなく人間の消費のために使用することので

きる時代がやってくる。このような考えのもと

で，大西はマルクスの描いた高次の共産主義社

会をこのような社会に対応するものとしてい

る。この説明では共産主義社会は社会の総生産

物のうちで，最終生産物（消費財）の生産にす

べてを割り当てることができる世界であり，資

本主義社会は総生産物のうちのいくらかの割合

を資本蓄積に充当せねばならない社会となる。

つまりマルクス派最適成長モデルにおいて「搾

取」とは社会的総生産物の中で資本蓄積にあて

られる部分であるといえるであろう。また「搾

取率」は「総生産物の中で資本蓄積にあてられ

る生産物 /総生産物」と定義されることとなる。

しかしこの定義は不明確な点を残している。

基本モデルなどの初期の研究では資本減耗が取

り扱われていないために，この定義でよかった

のであろうが，資本減耗が存在する場合には問

題が生じる。定常状態に到達したとしても資本

減耗の補填分は資本財を生産しなければならな

い。これは資本蓄積にあてられるものとみなさ

れるべきであろうか。補填も蓄積ではないので

あろうか。一般的にいって資本減耗の補填分は

搾取とみなされない。C，V，Mへの分割の観

点から述べると減耗分の補填というものは C

部分に対応するからである。このことを考える

と「搾取」の定義は「総生産物の中で資本の純

増加分にあてられる生産物」とすることがより

厳密となるであろう。

以上がマルクス派最適成長モデルが依拠する

ところの「搾取」の定義である。抽象レベルに

おいてはこれはわかりやすいのであるが，実際

の２財モデルの世界でこの定義を直接使用する

となると問題が生じる。２財モデルの場合，資

本蓄積に充当されるのは資本財であり，総生産

は資本財と消費財の何らかの和となる。しかし

異なった２財の和とは何であろうか。価格，あ

るいは重量などで資本財と消費財の単位を揃え

れば足すことが可能となるが，基本モデルの世

界ではそのようなものは存在していない。その

ため２財モデルの世界ではこの定義を労働レベ

ルでのものに書きなおすことが必要となる。

労働の単位で「搾取」を捉えるのであれば，

最適な資本・労働比率を達成するために行われ

る資本蓄積のために，総労働の中でどれだけの

労働を充当する必要があるか，とすることが妥

当であるだろう。総生産物の中で資本の純増加

分に当てられる生産物は，２財モデルにおいて

は資本財であり，これは資本財生産部門に配分

された労働量によって決定されることとなる。

実際に山下・大西［2002］においては「総労働

の中のどれだけの部分が将来の消費財生産のた

めの生産財生産に回されるのかということとし

て表現されている。つまりこの意味で 1,sは

『搾取率』であり」と述べており，労働レベル

で捉えようとしていることがわかる。ここで

1,sは彼らのモデルにおいて社会に存在する

総労働の中でこのモデルにおいて，資本財生産

部門に振り向けられた割合である。基本モデル

においては資本財生産に回された労働は，資本

財生産部門に割り当てられた労働と一致するの

であるから，労働レベルでみた「搾取率」は，

「資本財生産部門にあてられた労働 /総労働」

とすることが妥当である。しかしこの定義であ

れば資本減耗が存在している場合には，資本減

耗分の補填分を生産するために，生産財生産部

門に労働が割り当てられることになるため「搾

取率」が定常状態においても正となるという問

題が生じる。物財レベルではこの点を解決すべ

く，「総生産物の中で資本の純増加分にあてら

れる生産物」としたが，これに対応して労働に

おいても資本の純増加分に充当される労働とい

うものを定義する必要が存在する。しかし直接

これを定義することはできない。なぜならば，

資本の減耗にあてられる労働というものは存在
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しないからである
7)

。そこで間接的な形で労働

レベルでの「搾取率」の定義を行うと次のよう

にするのが妥当と思われる。「搾取率」は「（資

本財生産にあてられる労働−最適資本労働比率

において資本財生産にあてられる労働）/ 総労

働」。

この定義がもっとも基本的な定義となるであ

ろうが，しかしこの定義は「技術進歩」などの

要因を考慮しない，定常状態がゼロ成長となる

ものを念頭においた場合と対応している。実際

にこれを本稿のような，定常状態が均整成長経

路であるモデルにおける「搾取」の存在をマル

クス派最適成長モデルのアイデアに基づいて適

切に把握するためには「搾取」概念のさらなる

掘り下げが必要である。次の節においてそれを

行うとともに，このモデルが到達する均整成長

経路では「搾取」が消滅しているかどうかを検

討することとする。

Ⅳ 技術進歩を含むモデルにおける「搾

取」の消滅

前節で述べた「搾取」概念を踏まえて，第Ⅱ

節で定式化された技術進歩を含むマルクス派最

適成長モデルでは，それが到達する均整成長経

路において「搾取」は消滅しているのか否かに

ついて検討することとする。第Ⅱ節で述べたよ

うに，技術進歩を本稿で定義した形で含んだモ

デルにおいては，効率的労働一単位当たりに基

準化された変数 c，k，および消費財生産部門へ

の労働配分量 L1，およびその裏返しとして生

産財生産部門への労働配分量 L2は一定となっ

た。しかし総資本，および総消費はともに xの

率で増加していく。またこの資本蓄積は非効率

なものではなく，最適化の基準に基づいて行わ

れているものであるから，この社会では資本蓄

積は「必要」であり続けることになる。仮に資

本主義社会を「資本蓄積が必要な社会」という

形で定義づけるのであれば，この社会は未来永

劫「資本主義」社会であり続けるのである。し

かし，マルクス派最適成長モデルにおける「搾

取」が存在する社会の定義は，前節でみたよう

に「（資本財生産にあてられる労働−最適資本

労働比率において資本財生産にあてられる労

働）/総労働」となる。これに基づくとどのよう

になるのであろうか。

問題はこのモデルにおいて「最適資本労働比

率において資本財生産にあてられる労働」とは

何のことか，である。というのもこのモデルで

は資本は一定率で成長し続けるために，「最適

資本労働比率」はそもそも存在しないように思

えるからである。ただし効率的労働一単位当た

りを基準にするのであれば最適な資本・効率的

労働比率というものは存在している。また，こ

のモデルでは各部門への労働の配分割合である

L1，L2/L,L1についても均整成長経路におい

ては一定となっている。加えて，均整成長経路

に到達するまでの移行経路における値と比較す

ると，資本蓄積にあてられる労働 L2は最小化

されている。このモデルでは均整成長経路上に

おいても資本蓄積は必要であり，そのために労

働が割り振られているにせよ，資本蓄積のため

に均整成長経路上での値を基準として必要以上

の労働量を割り当てずにすんでいるのであるか

ら，つまり「最適資本労働比率」（ただし効率的

労働単位でみた）を維持する以上の労働を割り

当てずにすんでいるのであるから，言い換える

と資本蓄積のために消費財生産に割り当てる労

働を犠牲とせずにすんでいるのであるから，「搾

取」は消滅していると定義することが妥当であ

ろう。

この考えに基づくと，より一般的な他部門モ

デルでの「搾取率」の定義は次のように行うこ

とが妥当であろう。「搾取率」は「（資本財生産
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７）資本は自動的に減耗するのであるからこれは当然

であろう。



にあてられた労働−定常状態における資本財生

産にあてられた労働）/総労働」である。先の定

義との違いは「最適資本労働比率において資本

財生産にあてられる労働」が「定常状態におけ

る資本財生産にあてられた労働」に置き換えら

れたことである。これは直接的に対応してはい

ないが，定常状態ではその定義として各変数が

一定となり，この一定となる変数は何らかの基

準化，本稿では効率的労働で基準化，された変

数ではあるものの，各部門に配分された労働の

比率は一定となる
8)

。このこと，および上に述

べたことを踏まえればこの置き換えは妥当なも

のといえるだろう。

結論としては本稿のモデルでは，定常状態が

均整成長経路であり，その上で資本蓄積は続い

ていたとしても「搾取」は消滅しているといえ

るのである。このことを踏まえるとマルクス派

最適成長モデルの主要な結論である，「搾取」が

消滅した社会への到達という結論は頑健性を持

つものであるといえるだろう。

Ⅴ まとめ

本稿はマルクス派最適成長モデルに技術進歩

を導入し，定常状態として均整成長経路が生じ

る場合においても基本モデルと同様に通時的に

「搾取」が消滅することになると結論すること

が可能であるかを検討した。このことを行なう

ためにはマルクス派最適成長モデルにおいて

「搾取」とは何であるか，をあらためて明確に

する必要があるのでそれに関しても行った。本

稿の分析は，継続的な成長の源泉が技術進歩で

あり，かつ労働増加型であり，本稿第Ⅱ節のモ

デルの形で含まれているという極めて限定され

た場合のものである。このモデルは均整成長経

路に到達するものの，その経路上においてはマ

ルクス派最適成長モデルのアイデアからして

「搾取」は消滅しているとすることが妥当であ

ることを述べた。

本稿においてなされた結論は複雑な問題を提

起してもいる。１つ目は「資本主義後の社会」

と「資本主義」は単に資本蓄積が続いているか，

あるいは成長しているか，などの点では判断を

つけることができないということである。マル

クス派最適成長モデルのアイデアに基づいてこ

の２つの社会を区別するためには，その内部に

おいて，生産財生産部門および消費財生産部門

の両部門への労働配分割合の検討を行う必要が

あるのである。

これは難しいようにも思えるが理論的には単

純であると思われる。第Ⅳ節で述べたようにマ

ルクス派最適成長モデルのアイデアからすれば

「搾取率」は「（資本財生産にあてられた労働−

定常状態における資本財生産にあてられた労

働）/総労働」となる。このことを考えると，定

常状態が存在するモデルでは，その定常状態に

おいては「搾取」が消滅していると判断される

ことになる。逆に述べると定常状態に到達しな

いモデルであれば，つねに「搾取」が存在し続

け，未来永劫「資本主義」であることになるで

あろう。定常状態が存在しない場合においては

何らかの変数で基準化された変数についても一

定となることはなく，どのような意味であって

も歴史的に最適な「資本・労働比率」は定義し

えないからである。

しかしながら単純化された抽象的モデル世界

を超えて現実世界に対する判断に適用するため

には，このことは困難を引き起こすであろう。

各部門にどれだけの労働が配分されているかの

計算は大変難しいものであると思われる。本稿

のモデルでは資本財生産部門と消費財生産部門
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８）数学的には次のように示される。定常状態におい

て労働を何らかの変数で基準化したものを l i/L i/S

とする。iは部門を表すインデックス，Sは何らか

の基準化変数であり，本稿では Tに対応するもので

ある。定常状態では基準化された変数は一定である

から i i/l jは一定となる。このとき L i/L jも一定とな

ることは l iの定義から容易にわかるであろう。



の２つに簡潔に分割されていた。しかし現実の

経済では各産業部門毎に表記され，各部門は一

般的に消費財，資本財の双方を産出している。

そのため各部門に配分された労働をどのよう

に，マルクス派最適成長モデルでの資本財生産

部門，消費財生産部門という２部門に再編成す

るかという問題が生じるからである。

１点目と関連するが２点目として，「資本主

義後の社会」と「資本主義」社会の間には上部

構造においても明瞭な区分点は存在しないだろ

うということである。資本主義後の社会が必ず

しもゼロ成長である必要はなく，かつ資本蓄積

の必要性も存在し続けている以上，社会制度な

どの上部構造において「資本主義」社会とはそ

れほど変化しないのではないかということであ

る。先に定常状態に到達するモデルでは，定常

状態においては「搾取」が消滅しており「資本

主義以降の社会」と判断されると述べた。また

本稿では均整成長経路も「資本主義以降の社会」

となることが述べられた。しかし均整成長経路

という概念は主流派経済学の分野においてはま

さに第２次大戦以降の資本主義の経済成長を特

徴付ける概念の１つなのである。では第２次大

戦以降の資本主義は実質的に「資本主義以降の

社会」なのか。このことを判断するためには，

まさに上に述べたような部門内労働をマルクス

派最適成長モデルの部門分類に適合的なように

再編成したうえで判断する必要があるのであ

る。

最後になるが本稿において分析された技術進

歩は極めて限定されたものであるということに

は注意せねばならない。このモデルは定常状態

が均整成長経路となるために，先に述べた理由

によってマルクス派最適成長モデルの観点から

は，均整成長経路上において「搾取」が消滅し

ており，「資本主義以降の社会」であっても成長

は持続するという結論が得られることとなっ

た。しかしながら成長の源泉が本稿で示したよ

うな技術進歩である必要はなく，定常状態を持

たないままにひたすら成長を続けるというモデ

ルも理論的には存在することが可能であろう。

本稿ではそのような定常状態を持たない場合は

「搾取」が消滅することはないということも述

べている。これは「搾取」が存在するかどうか

を判断する基準点が存在しないためである。直

感的に述べるのであれば定常状態が存在しない

モデルは何らかの最適性条件を満たしていない

ことが多いように思える。最適性というものと

搾取の消滅の関連の検討も興味深い課題となる

であろう。
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